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研究要旨 

 National Clinical Database (NCD)を用いて、現在まで、ほとんどブラックボックスであ

った小児救急医療の実態について、2011年度のデータから問題点を抽出し解析した。 

 地域別に見ると小児外科専門医および専門施設の偏在が明らかであったが、新生児外科

疾患のほとんどは小児外科専門医の手により治療されていた。 乳幼児期以降の小児救急疾

患については、小児外科専門医数および専門施設数と小児外科医の関与の間に相関がみら

れた。 

 専門医の関与が少ない事に対しては、患者の集約を行うことで対応が可能であり、地域

が広くて患者が分散してしまうのであれば、搬送の手段を検討すべきであると考えられた。

症例数の多い施設の方が治療成績がよいのであれば、集約化を進めるべきであるが、その

根拠を示すデータの集積が必要である。また小児外傷についてもデータが必要である事が

判明した。 

 

 

Ａ．研究目的 

我が国の乳幼児死亡率は、新生児死亡率、

及び乳児死亡率は低い一方で、1〜4歳児死

亡率は相対的に高い。乳幼児死亡率改善の

ためには、小児救急医療体制整備による、

診療の質の向上が急務である。我が国の小

児救急医療を支える外科系も念頭にいれた

小児救急医療提供体制整備が必要であり、

現在の小児の外科系疾患の手術が適正に行

われているか、という点に関する調査・研

究が必須である。 

 本研究の目的は、主として小児外科系医

療の実態把握にある。つまり、1）小児の外

科系救急患者がどのように搬送されている

か、2）施設や医師の配置は適切か、3）小児

救急の医療水準をどのように維持させるか、

について検討することにある。 

 日本小児外科学会が National Clinical 
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